
平成１４年商業統計 流通経路別統計編（卸売業） 
 

＜ 要  旨 ＞ 
   平成１６年２月２７日   
経済産業省経済産業政策局 
調 査 統 計 部      

 
～事業所数、年間商品販売額、従業者数いずれも、 
             第１次・２次・その他の卸の全流通段階で減少～ 

 
  卸売業の流通段階別事業所数の推移       卸売業の流通段階別年間商品販売額の推移  
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（注）平成１１年調査は簡易調査のため、流通経路別統計編を作成していない。したがって平成１４年の前回比は対平成９年比である。 
なお、平成１１年調査において事業所の捕そくを行ったため、平成１４年の前回比については時系列を考慮したもので算出している。 

 
事業所数 
・「第２次卸（主な仕入先は卸売業者）」が全体の５割近くを占め最も多く、次いで「第１次卸（主な

仕入先が生産業者または国外）」（構成比 30％）、「その他の卸（主な仕入先が同一企業の本支店）」

（同 23％）の順。 

・前回比では、「第１次卸」、「その他の卸」が１割を超える減少、「第２次卸」も減少。 

・「第１次卸」のうち、国外仕入（輸入）卸は増加。 

・「第２次卸」のうち、「最終卸（主に産業使用者や小売業者へ販売）」は減少、「中間卸（主に卸売業

者へ販売）」は増加。 

 
年間商品販売額 
・「第１次卸」が全体の４割強を占め最も多く、次いで「その他の卸」（構成比 32％）、「第 2次卸」（同

25％）の順。 

・前回比では、「第１次卸」、「第２次卸」、「その他の卸」いずれも１割を超える減少。 

・１事業所当たり、従業者１人当たりの年間商品販売額も全流通段階で減少。 

 
従業者数 
・「第２次卸」が全体の４割近く占め、次いで「第１次卸」（構成比 35％）、「その他の卸」（同 26％）

の順。 

・前回比では、「第１次卸」、「その他の卸」が１割を超える減少、「第２次卸」も減少。 

・ １事業所当たりの従業者数も減少傾向。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
流通経路別統計編は、平成 14 年 6月 1日現在で実施した商業統計調査結果のうち、卸売業を営む法人組織

の事業所について流通経路別に再集計したものである。なお、卸売事業所全体（37 万 9549 事業所）に占め

る法人組織の割合は、事業所数で 80.9％、年間商品販売額で 99.2％となっている。 



流通段階別にみた卸売業の事業所数、年間商品販売額、従業者数 

流通段階 構成比(%) 前回比(%) 構成比(%) 前回比(%) 構成比(%) 前回比(%)

平成14年 14年/9年 平成14年 14年/9年 平成14年 14年/9年

卸売部門計 312,672 306,904 100.0 ▲ 11.6 475,264,392 410,203,841 100.0 ▲ 22.4 3,930,649 3,792,641 100.0 ▲ 13.2
　Ⅰ．第１次卸計 99,948 92,745 30.2 ▲ 16.5 199,509,237 178,461,186 43.5 ▲ 19.0 1,441,894 1,338,581 35.3 ▲ 16.6
　　直取引卸計 70,773 62,311 20.3 ▲ 20.4 150,487,230 127,704,077 31.1 ▲ 21.4 1,059,084 920,796 24.3 ▲ 21.0
　　元卸計 29,175 30,434 9.9 ▲ 7.0 49,022,007 50,757,109 12.4 ▲ 11.7 382,810 417,785 11.0 ▲ 4.4
　Ⅱ．第２次卸計 139,676 144,221 47.0 ▲ 6.3 106,705,426 100,758,257 24.6 ▲ 14.6 1,406,436 1,451,654 38.3 ▲ 6.2
　　中間卸計 36,922 43,468 14.2 5.8 38,567,649 38,705,864 9.4 ▲ 8.1 384,277 446,784 11.8 4.4
　　最終卸計 102,754 100,753 32.8 ▲ 10.6 68,137,776 62,052,392 15.1 ▲ 18.3 1,022,159 1,004,870 26.5 ▲ 10.2
　Ⅲ．その他の卸計 73,048 69,938 22.8 ▲ 14.9 169,049,729 130,984,398 31.9 ▲ 31.2 1,082,319 1,002,406 26.4 ▲ 17.7
　　販売先が同一企業内本支店である卸 2,903 1,772 0.6 ▲ 45.4 20,423,651 9,539,361 2.3 ▲ 55.9 94,443 55,245 1.5 ▲ 46.4
　　仕入先が同一企業内本支店である卸 69,902 67,475 22.0 ▲ 14.2 148,574,051 121,312,802 29.6 ▲ 27.8 985,519 939,760 24.8 ▲ 15.5
　　仕入先が自店内製造品である卸 243 691 0.2 149.4 52,028 132,235 0.0 135.0 2,357 7,401 0.2 180.3

事業所数 年間商品販売額（百万円） 従業者数（人）

平成9年 平成14年 平成9年 平成14年 平成9年 平成14年

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 

（注）平成１１年調査は簡易調査のため、流通経路別統計編を作成していない。したがって平成１４年の前回比は対平成９年比である。 
なお、平成１１年調査において事業所の捕そくを行ったため、平成１４年の前回比については時系列を考慮したもので算出している。 

 
１．卸売業（法人）の状況 

・事業所数（3１万事業所）は前回（平成９年）比▲11.6％減、年間商品販売額（410 兆 2038 億

円）は同▲22.4％減、従業者数（379 万 3 千人）は同▲13.2％減。いずれも平成６年調査以降

４調査連続減少。 

 
２．流通経路別にみた卸売業（法人） 

（１）第 1次卸の動向 

・事業所数（前回比▲16.5％減）、年間商品販売額（同▲19.0％減）、従業者数（同▲16.6％減）

のいずれも減少。 

①事業所数 

・第１次卸の７割近くを占める「直取引卸（主に生産業者または国外から仕入れ、卸売業者以外

の需要者へ販売）」が前回比▲20.4％の大幅減、「元卸（主に生産業者または国外から仕入れ、

卸売業者へ販売）」は同▲7.0％の減少。 

・減少寄与が大きいのは、生産業者から仕入れ小売業者や産業用使用者へ販売する経路。 

・最も短い流通経路である「直取引卸」の減少の要因としては、消費不振を背景とした廃業や流

通経路の多様化などから卸売販売額の構成が変化し、第１次卸から第２次卸へ格付け移動した

事業所が多いこと、卸売業者を経由しない流通経路の出現などがあげられる。 

・仕入先を国内取引と海外取引に分けると、第１次卸の９割近くを占める国内仕入（生産業者仕

入）卸は同▲19.8％の減少、一方、国外仕入（輸入）卸は、事業所数は少ないながら同 26.1％

の大幅増。 

・業種別にみると、機械器具卸売業、建築材料卸売業、他に分類されない卸売業など全業種で減

少。 
②年間商品販売額 

・第１次卸の７割を占める「直取引卸」は前回比▲21.4％の大幅減、「元卸」も同▲11.7％の減

少。 

・減少寄与が大きいのは、生産業者から仕入れ産業用使用者へ販売する経路。 

・仕入先を国内取引と海外取引に分けると、第１次卸の９割を占める国内仕入卸は、ウエイトの

高い産業用使用者への減少などから同▲18.3％減、国外仕入卸も同▲26.3％減とともに減少。

なお、生産業者から国外への経路や国外から産業用使用者、小売業者への経路では増加。 

・業種別にみると、機械器具卸売業が生産業者から仕入れ国外へ販売する経路での増加などから、

前回比 9.4％増となったのを除き、各種商品卸売業、農畜産物・水産物卸売業、建築材料卸売

業など残りすべての業種で減少。 

③従業者数 

・第１次卸の７割近くを占める「直取引卸」は前回比▲21.0％の大幅減、「元卸」は同▲4.4％の

減少。 

・減少寄与が大きいのは、事業所数と同様に生産業者から仕入れ小売業者や産業用使用者へ販売

する経路。 

 

（２）第２次卸の動向 

・事業所数（前回比▲6.3％減）、年間商品販売額（同▲14.6％減）、従業者数（同▲6.2％減）の 



 

いずれも減少。 

①事業所数 

・流通段階の最後を担う「最終卸（主に卸売業者から仕入れ、卸売業者以外の需要者へ販売）」（第

２次卸に占める割合 69.9％）は前回比▲10.6％減、「中間卸（主に卸売業から仕入れ、卸売業

者へ販売）」は同 5.8％の増加。 

・減少寄与が大きいのは、卸売業者から仕入れ小売業者や産業用使用者へ販売する経路。 

・なお、「中間卸」の増加の要因としては、景気不振に伴い産業使用者や小売業者向けなどへの

販売額減少から卸売販売先別の販売構成が変化し、最終卸から中間卸などへの格付移動があっ

たこと、分社化に伴う仕入先の変更（生産業者から卸売業者（販売会社））、流通経路の多様化

（中古品など個人から仕入れ卸売業者へ販売する経路など）などがあげられる。 

・業種別にみると、「最終卸」は、建築材料卸売業、機械器具卸売業、農畜産物・水産物卸売業

など全業種で減少。「中間卸」は、機械器具卸売業、他に分類されない卸売業、食料・飲料卸

売業などが増加し、繊維品卸売業（衣服・身の回り品を除く）、建築材料卸売業、各種商品卸

売業などは減少。 

②年間商品販売額 

・第２次卸の６割を占める「最終卸」は前回比▲18.3％減、「中間卸」も同▲8.1％減とともに減

少。 

・減少寄与が大きいのは、卸売業者から仕入れ産業用使用者や小売業者へ販売する経路。 

・業種別にみると、「最終卸」は、繊維品卸売業（衣服・身の回り品を除く）、医薬品・化粧品等

卸売業が増加となったのを除き、再生資源卸売業、衣服・身の回り品卸売業、建築材料卸売業

など残りすべての業種で減少。「中間卸」は、農畜産物・水産物卸売業、建築材料卸売業、繊

維品卸売業（衣服・身の回り品を除く）などが減少、各種商品卸売業、医薬品・化粧品等卸売

業、食料・飲料卸売業などが増加。 

③従業者数 

・第１次卸の７割近くを占める「最終卸」は前回比▲10.2％減、「中間卸」は同 4.4％の増加。 

・減少寄与が大きいのは、事業所数と同様に卸売業者から仕入れ小売業者や産業用使用者へ販売

する経路。 

 
（３）その他の卸の動向 

・事業所数（前回比▲14.9％減）、年間商品販売額（同▲31.2％減）、従業者数（同▲17.7％減）

のいずれも減少。年間商品販売額の大幅な減少は、消費低迷や流通コスト削減に伴う流通経路

の短縮化の影響などによると考えられる。 

①事業所数 

・「仕入先が同一企業内本支店である卸」が、その他の卸の９７％を占める。 

・前回比では、「仕入先が同一企業内本支店である卸」、「販売先が同一企業内本支店である卸」

は減少、「仕入先が自店内製造品である卸」は増加。 

・減少寄与が大きいのは、同一企業内の本支店から仕入れ小売業者や産業用使用者へ販売する経

路。 

・業種別にみると、機械器具卸売業、食料・飲料卸売業、医薬品・化粧品等卸売業など全業種で

減少。 
②年間商品販売額 

・「仕入先が同一企業内本支店である卸」が、その他の卸の９３％を占める。 

・前回比では、「仕入先が同一企業内本支店である卸」、「販売先が同一企業内本支店である卸」

は減少、「仕入先が自店内製造品である卸」は増加。 

・減少寄与が大きいのは、同一企業内の本支店から仕入れ小売業者や卸売業者へ販売する経路。 

・業種別にみると、医薬品・化粧品等卸売業は販売先が同一企業の本支店間である卸（生産業者  

から仕入れ同一企業内の本支店へ販売する経路）の増加などから前回比 10.6％増となったのを

除き、機械器具卸売業、各種商品卸売業、鉱物・金属材料卸売業など残りすべての業種で減少。 

③従業者数 

・「仕入先が同一企業内本支店である卸」が、その他の卸の９４％を占める。 

・前回比では、事業所数と同様に「仕入先が同一企業内本支店である卸」、「販売先が同一企業内

本支店である卸」は減少、「仕入先が自店内製造品である卸」は増加。 

・減少寄与が大きいのは、同一企業内の本支店から仕入れ小売業者や卸売業者へ販売する経路。 

 



 
３．トピックス   －Ｗ／Ｗ比率からみた流通経路の変化－ 

 

卸売業の販売先別年間販売額とＷ／Ｗ比率の推移 
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Ｗ／Ｗ比率＝（卸売業の販売額－本支店間移

動による販売額）／（小売業者向け販売額＋産

業用使用者向け販売額＋国外（直接輸出）向け

販売額＋消費者向け販売額） 
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・販売額が多いのは、卸売業者向け（構成比 34.3％）、産業用使用者向け（同 30.5％）、小売業

者向け（同 25.7％）の順。 

・卸売業全体のＷ／Ｗ比率は、1.56 倍。本統計編開始（昭和４３年）以来最も低い水準となった

前回（1.54 倍）に次ぐ低い水準。 

・Ｗ／Ｗ比率が低いのは、機械器具卸売業（1.42 倍）、各種商品卸売業（1.43 倍）、衣服・身の

回り品卸売業（1.46 倍）の順。 
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・財別にみると、各種商品卸売業、生産財卸売業、消費財卸売業は低下、資本財卸売業は増加傾

向。   
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1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

昭和51年 54年 5７年 ６０年 ６３年 平成３年 ６年 ９年 １４年

(倍)

資本財卸売業

建築材料卸売業

機械器具卸売業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
51年

 
 

 

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

昭和51年 54年 5７年 ６０年 ６３年 平成３年 ６年 ９年 １４年

(倍)

消費財卸売業

農畜産物・水産物卸売業

家具・建具・じゅう器等卸売業

医薬品・化粧品等卸売業

衣服・身の回り品卸売業

食料・飲料卸売業

他に分類されない卸売業

消費財卸売業の業種別Ｗ／Ｗ比率          各種商品卸売業の販売先別年間商品販売額と 

 

0

20

40

60

80

100

120

昭和51年 54年 5７年 60年 63年 平成3年 6年 9年 14年

（兆円）

本支店間移動

卸売業者向け

小売業者、産業用

使用者、国外（直
接輸出）、消費者向け

48
4345

76
84

76

99
92

72

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

Ｗ/Ｗ比率（各種商品卸売業）

(倍）Ｗ／Ｗ比率の推移 
 


